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○議長（黒沢義久君） 次，２番深谷渉君の発言を許します。 

〔２番 深谷渉君登壇〕 

○２番（深谷渉君） ２番，公明党の深谷渉でございます。ただいま議長より発言のお許しをい

ただきましたので，通告順に従いまして質問をさせていただきます。 

 初めに，改正「過疎地域自立促進特別措置法」についてでございます。改正過疎法の概要と特

徴についてでありますけれども，今年の３月末の期限切れ目前に改正過疎法が成立し，４月から

施行されました。昨年秋以降，見直しが喫緊の課題となっていましたが，見直しの方向性が定ま

らず懸念が広がっていました。過疎指定を受けている本市にとっても大きな関心事でありました。

改正法では，過疎対策事業債の適用範囲に従来のハード事業に加え，医師の確保や生活交通の維

持，集落支援の人材育成などのソフト事業も盛り込まれたことが大きな特徴のようです。 

 今回の改正を機に過疎指定要件も見直され５８市町村が新たに指定を受け，合計７７６市町村

が指定を受けております。しかし一方で，今回過疎指定から卒業する市町村はありません。この

ことは，過疎地域が抱える人口減少と高齢化の常態化にほかならず，継続的支援が重要であるこ

とを物語っていると言えます。今回の改正過疎法を本市としてどのようにとらえているのか，概

要と特徴を踏まえ，その認識をお伺いたいします。 

 続きまして，本市のソフト事業への過疎債活用方針についてでございます。今回の過疎法にお

いて過疎債の適用範囲が，今述べましたようにソフト事業への拡充がなされたことにより，地域

の活力を高める取り組みが十分進むことを期待するところであります。今後，このソフト事業に

ついて本市はどのような方針で具体的計画を立てていくのでしょうか。今後の見通しをお示しく

ださい。 

 ２番目に，公共交通対策の方向性についてでございます。 

 １点目は路線バスの料金についてであります。先ほどの過疎法の質問に関連してきますが，私

は，今回のソフト事業に住民の日常的な移動のための交通手段の確保のために重点的に利用すべ

きと考えております。多くの高齢者が心配していることの１つには，今は車の免許があるけれど

運転ができなくなれば生活が成り立たないという心配であります。ですから，高齢で運転が危険

だからと言われても，なかなか免許が手放せない状況であります。県内一広い本市において，市

民の方が市内のイベントや買い物，観光等に気軽に外出できる公共の交通環境を，現在の市民バ

ス，乗り合いタクシーに加え，さらに拡充した整備を積極的に進めるべきであるときと考えてお

ります。 

 そこで私は，路線バスの料金を上限２００円とすることを提案いたします。路線バス利用者の

減少は運賃の値上げになり，さらなる利用者の減少につながる悪循環になっていき，最終的に本

市の今回のように，７路線の廃止等につながってしまいます。 

 そこで，逆転の発想で成功したのが，同じような路線バスの状況であった京都府の北部に位置

する京丹後市であります。京丹後市ではこの悪循環を断つため，同じ公費を負担するなら空気を

運ぶより乗客を運ぶほうが住民福祉の増進になり有効な使われ方であるとの基本方針を打ち出し，

あえて大幅な運賃値下げを断行いたしました。その結果，利用者が大幅に増え，一時は 8,０００
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万円を超えていた財政負担も２００８年度には 2,０００万円の圧縮ができました。何も手を打た

なければ財政負担１億円突破は時間の問題と言われていたようであります。過疎地で公共交通を

活性化できた事例として今注目を浴びております。 

 本市として，これからＪＲ新駅舎の完成，駅前広場の整備とともに，駅からのアクセス，駅ま

でのアクセスをどのように考えるかが大きな課題であります。ぜひ，この路線バスの料金を上限

２００円とすることにより，市民福祉の増進はもとより，今後の駅利用者の増加，交流人口の増

加を図っていくべきと考えます。常陸太田駅まで来れば，そこから先の市内の観光や直売所での

買い物，観光ブドウ園やナシ園へ２００円で移動できるとなれば，気軽にＪＲ常陸太田駅を利用

できます。市民バス，路線バスに循環バスを取り入れていけば，２００円という低料金が大きく

常陸太田市に貢献できるものと考えます。ご所見をお伺いいたします。 

 続きまして，乗り合いタクシーについてでございます。常陸大宮市は，今年から市内全域で毎

日，大宮地域並びにその他地域４便の乗り合いタクシーの運行を始めました。市民バスよりも乗

り合いタクシーの充実に大きくかじを切りました。本市では里美地区を除き，各地区週１日６便

の運行です。本市として乗り合いタクシーの利用者は増加傾向です。今後，乗り合いタクシーを

公共交通においてどのような位置づけにしていくのかが問題になってきます。今述べたように，

路線バスが上限２００円になれば，市民バスとともにこれらを交通機関の中心に考え，バス停ま

で出てくることの困難な人が乗り合いタクシーを利用するという補完的な利用の位置づけにする

こともできます。しかし，路線バスが現状のままであれば，乗り合いタクシーの利用者が増加傾

向にある以上，乗り合いタクシーを充実させていく必要が出てきます。今後の方針のご所見をお

伺いいたします。 

 ３つ目に，死亡率が高まる肺炎についてでございます。 

 肺炎による本市の死亡者数についてお伺いいたします。肺炎は日本人の死因の第４位で，がん，

心疾患，脳血管疾患の三大死因に次ぐ病気です。年間約１２万人が肺炎が原因で亡くなっており

ます。抗生物質の開発により肺炎で亡くなる人は少なくなった時期もありました。近年はウイル

スや細菌が薬剤に耐抗を示すようになり，肺炎で亡くなる人の割合が高まっております。肺炎で

死亡する人の９５％は６５歳以上の高齢者が占めており，死亡率の高まりは社会の高齢化を反映

しております。そこで，本市における肺炎での死亡者数の推移はどのようになっているのか，数

字があればお伺いいたします。 

 続きまして，肺炎球菌ワクチンの効果の認識についてであります。私は，平成１９年６月の定

例会において，ほかの自治体の例を示しながら同様の質問をいたしました。その際，ご答弁では，

肺炎球菌ワクチンの使用実績が少ないことから，ワクチンの接種の有効性，安全性に関する十分

な調査や接種の必要性について，肺炎球菌ワクチン研究会では，まだ十分でないという意見があ

り，本市としても研究課題とするということでありました。 

 日本医科大学木田教授によると，市中肺炎の半分近くは「肺炎球菌」という細菌が原因で起こ

ると言われております。肺炎球菌には９０種類以上の型があり，そのうち２３種類に対し肺炎球

菌ワクチンは予防効果を発揮します。これにより肺炎球菌による感染症全体の８０％を抑えるこ
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とができます。 

 効果を裏づける調査研究も進んでおります。国内では２００６年から３年間かけて，1,０００

人を超える介護施設入所者を対象に実施した大規模な治験で肺炎球菌ワクチンの効果が示されま

した。同ワクチンの接種で肺炎球菌性肺炎では発症が６3.８％減少，すべての原因による肺炎で

も発症が４4.８％減少しました。しかもワクチンを接種した人の中で，肺炎球菌性肺炎によって

亡くなった人はいませんでした。副作用の心配も，既に国内約１４０万人が接種を受けています

が，一部に腫れるなどの症状が出ているだけで死亡者はなく安全であります。現在における肺炎

球菌ワクチンの効果について本市の認識をお伺いいたします。 

 続きまして，肺炎球菌ワクチンの公費助成についてであります。肺炎球菌ワクチンの接種費用

は 8,０００円程度になります。高額なために接種費用を一部負担する自治体がかなり増えてきて

おります。本市としてもワクチンの効果や副作用の心配がほとんどないとの結果が出ている現在，

市民の命を守るために，この肺炎球菌ワクチンの費用を公費助成する時期であると考えます。そ

してこの予算措置は，最終的に医療費の軽減につなげていけるものと確信いたしております。ご

所見をお伺いいたします。 

 ４つ目に，市外からの交流居住・定住者への支援についてでございます。交流居住・定住者の

現状について，本市は第５次総合計画の中で，農山漁村地域等において中長期的，定期的，反復

的に滞在することなどにより，当該地域との一定の関係を保ちつつ，都市の住居に加えた生活拠

点を置く交流居住の推進を図っています。本市の少子・高齢化による人口減少は著しく，多くの

施策を行っていますが，その１つの取り組みとして，交流居住・定住者の増加策にさらに力を入

れるべきと考えます。スローライフへの志向や農業への回帰，田舎暮らしの静かなブームが続く

中，そのような生活を求めて市外から本市に交流居住や定住をし始めている方の現状をお聞きし

ます。本市における交流居住・定住者は，過去５年間でどのような地域から来て何名になるので

しょうか。現在の生活状況について現状を把握されているのでしょうか。お伺いいたします。 

 続きまして，空き家情報提供についてでございます。２年前，首都圏から本市へ定住した方に

お話を伺いました。空き家の情報が非常に少なく，あったとしてもかなりの補修費用がかかりそ

うなところが多いということでした。グリーンふるさと振興機構の案内で大子町から本市まで数

件の物件を見て，一番補修費用が少ないところに決めたようです。首都圏の人が田舎暮らしをし

ようとして，最初にその窓口となるのがインターネットではないでしょうか。 

 大子町では，ホームページの観光のトップに，大子町空き家情報として窓口を設けております。

そして，「大子町は田舎暮らしを応援します」との心強いタイトルがあります。また，「山田ふる

さと農園事業」で定住者３２名，交流居住者６名が地域に溶け込んでいる様子が紹介されており

ます。 

 本市のホームページには，空き家情報の提供を市民へお願いしているコーナーはあっても，空

き家情報を探している人に提供し，田舎暮らしを応援していますという構成ではなく，交流居住

の推進を図っているとは思えません。情報発信とＰＲの方法を変える必要があるのではないでし

ょうか。ご所見をお伺いいたします。 
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 続きまして，交流居住・定住者の交流についてです。全く見知らぬ田舎で生活を始めるのは何

かと不安があるようです。定住していてもその不安は続くようであります。そういった意味で，

定住した方へのサポート体制が必要だと考えます。行政側として，その地域の町会長さんや民生

委員さん等を生活支援サポーターとして委嘱し，紹介する制度を作っておく必要があると思いま

す。そうすれば，これから田舎暮らしを考えている方に対して，本市として生活支援サポーター

制で安心な田舎暮らしとのアピールも行えるのではないでしょうか。生活する方のライフスタイ

ルに合わせた難しい対応が必要とされるところですが，ご所見をお伺いいたします。 

 さらに，定住した人同士が交流を通して同様な不安を取り除けるような，さらにこれから希望

する方へ居住を後押しできるような交流会を開催してはどうでしょうか。この点もお伺いいたし

ます。 

 最後，５番目に，中１ギャップについてでございます。 

 本市の中１ギャップの現状認識とその対策についてであります。小学校から中学校へ進学した

際に，環境の変化にうまく対応できず，不登校の急増，学力低下となってあらわれる中１ギャッ

プが全国的に問題となっております。例えば，平成２０年度の中学校１年生の不登校生は２万 3,

１４９人で，この学年が前年に小学校６年生だったときの不登校児童 8,１４５人と比較すると，

約３倍にもはね上がっており，これが中１ギャップのあらわれの１つであります。 

 小学校６年生から中学校１年生に進学した際にギャップが生じ，不登校やいじめの問題が顕著

にあらわれるという特徴を「中１ギャップ」と初めて表現し，命名したのは新潟県教育委員会で

す。同委員会では，平成１５年度から行った中１ギャップ解消に向けての研究事業の結果を踏ま

え，この解消実践緊急事業を実施，研究校に６中学校を指定し，検討委員会を設置し，以下３点

の視点からプランを策定，実践しました。 

 １点目が，小中学校の緊密な連携体制の確立，２点目が人間関係作りの能力の育成，３点目が

思春期の繊細な内面へのきめ細かな対応であります。具体的には複数担任制の実施，中学校教員

が小学校に出向く出前事業，児童生徒の一人ひとりのストレス度をはかる心の健康アンケートな

どの取り組みであります。その実践研究の結果，中１ギャップのあらわれである不登校やいじめ

が大幅に抑制され，減少の傾向を示したということであります。本市の中１ギャップの現状とそ

の認識についてお伺いいたします。また，その解消に向けてどのような対処をされているのかお

伺いいたします。 

 ２点目に，小学校高学年の教科担任制についてであります。中１ギャップ解消に向けた対策に

ついては，全国で多様な方法をとっています。小中一貫教育として小中学校の９年間を一体とし

て，６・３制を４・３・２制にしたり，６・３制のまま小中学校の先生が相互乗り入れで授業を

行ったりする弾力的なカリキュラム編成で行ったりしております。 

 そんな中，徐々に広がりを見せているのが小学校の高学年を中心に教科担任制を導入する取り

組みであります。群馬県の伊勢崎市では，今年度から全市立小学校の全学年で教科担任制を一部

導入しています。小規模校などでは担任の調整が難しいケースもあるので，どの教科で実施する

かなど具体的な導入方法については，各学校の判断にゆだねております。この教科担任制導入の
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メリットは，中１ギャップの減少を目指すだけにとどまらず，以下３つほどのメリットがありま

す。 

 １つは，各教員が専門性を生かした得意な教科を受け持つことにより授業の質が向上する，２

つ目は，受け持つ教科が減るので教員の負担が減る，３つ目が複数の教員が児童にかかわること

により，多面的な指導，育成が可能になるなどのメリットがあり，順調に受け入れられているよ

うです。本市においても検討する価値のある制度であると思われます。この小学校における教科

担任制について，本市ではどのような考えを持っているのかご所見を伺います。 

 以上で私の１回目の質問を終わります。ご答弁をよろしくお願いいたします。 

○議長（黒沢義久君） 答弁を求めます。副市長。 

〔副市長 梅原勤登壇〕 

○副市長（梅原勤君） 改正過疎法の概要と特徴についてのご質問にお答えをいたします。 

 ４月に改正されました改正「過疎地域自立促進特別措置法」につきましては，過疎地域の厳し

い現状を踏まえまして６年間の延長措置が講じられました。今回の主な改正点としましては，現

行の過疎指定市町村を継続して指定することとしておりまして，過疎地域に対する特別措置とし

て，過疎債の対象施設に図書館や認定こども園等を追加すること，地域医療や生活交通の確保及

び集落の維持，活性化等のソフト事業に対して過疎対策事業債の適用を認めること，さらには，

国税及び地方税に係る税制上の優遇措置の拡充，延長をすることなどどなっております。 

 市といたしましては，ソフト事業に過疎対策事業債が充当されることになったことから，公共

交通対策や定住，交流促進といった重点施策を推進し，安全に安心して暮らせる地域社会を実現

するため，有効かつ適切に活用してまいりたいと考えております。 

 また，本市の計画策定のスケジュールでございますが，本年度の事業に過疎債を充当する場合，

早急に計画を策定する必要があります。現在，関係各部各課に事業の選定を依頼しているところ

でありまして，今後計画案の作成，県への協議，調整を経まして，９月の議会に提案していく予

定としております。非常に短い期間での作業となりますが，丁寧に事業を拾い上げまして，これ

までの対策や効果，残された課題等を十分に把握し，それぞれの実情に応じた実効性のある計画

作りに努めてまいりたいと考えております。 

 次に，公共交通対策の方向性についてのご質問にお答えをいたします。 

 まず，路線バスの料金についてでございますが，議員ご紹介の京丹後市の例のように，路線バ

スの全面的な市民バス化によりまして，公共交通を維持していくことも重要な視点であると理解

しております。従来より路線バスを基幹交通，市民バスや乗り合いタクシーなどを補完交通と位

置づけまして，それぞれの役割を分担してきましたが，今後，路線バスの一層の収益悪化やそれ

に伴う市補助金や運行の損失補償の増額が想定される中で，当市といたしましては，路線バス等

を含めて市民バスの機能，役割を公共交通のあり方全体の中で検討してまいります。 

 次に，乗り合いタクシーについてでございますが，乗り合いタクシーは，宇野議員さんのご質

問にもお答えしましたが，平成１９年度からの試行運行以来，その利用者は増加しております。

現在，登録者は常陸太田地区で３６２人，金砂郷地区で２０１人，水府地区で２５５人の合計８
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１８人となっております。本市におきまして，乗り合いタクシーは，現在，基幹交通である路線

バスの空白地域を埋める補完交通として，市民バスと同様に重要な機能を果たしておりますので，

今後，市民バスの運行体制の見直し，改善とあわせまして，本市の公共交通体系の全体の中で改

善を図ってまいります。 

○議長（黒沢義久君） 総務部長。 

〔総務部長 大森茂樹君登壇〕 

○総務部長（大森茂樹君） 改正過疎法についての中で，本市のソフト事業への過疎債使用方法

についてのご質問にお答えいたします。 

 過疎法の改正により，ソフト事業への充当が可能となったことは議員ご発言のとおりでござい

ます。その対象事業につきましては，先ほど副市長ご答弁の事業等で特別に地方債を財源として

行うことが必要と認められる事業や基金の積み立てとされておりますが，具体的な取り扱いにつ

きましては，今のところ示されておりません。いずれにしましても過疎債の活用につきましては，

過疎地域自立促進計画の策定に合わせて決定していくこととなりますので，今後，県などからの

情報収集に努め，有効な活用を図り地域の活性化につなげてまいりたいと考えております。 

 なお，平成２２年度の本市の過疎債ソフト分限度額は１億 2,９００万円程度と見込んでおりま

す。 

○議長（黒沢義久君） 保健福祉部長。 

〔保健福祉部長 安田隆君登壇〕 

○保健福祉部長（安田隆君） 死亡率が高まる肺炎についてのご質問にお答えいたします。 

 まず，肺炎による本市の死亡者数についてでございますが，平成１８年度から平成２０年度の

県の人口動態調査結果を申し上げますと，平成１８年度が，死亡者６７０人中，肺炎を死因とす

る方は９０人で，約１３％を占めております。平成１９年度は，死亡者６４６人中７８人で，約

１２％，平成２０年度は，死亡者７３６人中８８人で，約１２％でありまして，ほぼ同じ割合と

なっております。 

 次に，肺炎球菌ワクチンの効果の認識についてでございますが，三重県内の介護保健施設に入

所する高齢者を対象としまして，平成１８年度から行われました初めての大規模調査が公表され

ました。この結果，議員ご発言のとおり，ワクチンの接種者に効果が見られ，接種を行わなかっ

たグループは３5.１％の死亡率が確認されたとの検証結果が発表されました。この結果を見てみ

ますと，介護保健施設入所における高齢者を調査の対象と限定しておりますので，さきにご答弁

申し上げました当市での肺炎の死亡率よりは高い数字を示している点などを考慮しましても，高

齢者にとって予防効果は高いものとの認識を持っております。 

 続きまして，ワクチン接種に対する公費助成についてのご質問でございますが，ワクチン接種

に対する実施のあり方など，保健衛生事業全体の見直しの中で，財源の確保を行うなど実施に向

け検討を行ってまいりたいと思います。 

○議長（黒沢義久君） 産業部長。 

〔産業部長 江幡治君登壇〕 
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○産業部長（江幡治君） 市外からの交流居住・定住者の支援についてのご質問にお答えをいた

します。 

 初めに交流居住・定住者の現状についてでありますが，本市への過去５年間の定住者数につき

ましては，新規就農の方が５世帯１３名，田舎暮らし目的の方が１１世帯２３名，合わせて１６

世帯で３６名となっております。転入元の地域につきましては，神奈川県と茨城県内から４世帯，

千葉県から３世帯，東京都から２世帯，大阪府，新潟県，福島県から各１世帯となっております。 

 定住者の生活状況の把握でございますが，新規就農者につきましてはおおむね把握しておりま

す。しかし，田舎暮らしを目的としている方につきましては把握をしていない状況でございます。 

 次に，空き家情報の提供についてのご質問でございますが，空き家につきましては，町会長さ

ん等のご協力をいただきながら情報の収集をするなど，空き家バンクの整備を行っているところ

でございます。現在の登録数は１０軒でございます。今後もグリーンふるさと振興機構や不動産

業者等との連携を図りながら情報の収集に努めてまいる考えでおります。 

 なお，情報の提供につきましては，現在は市に問い合わせがあったときに情報を提供している

状況でございます。今後は空き家の所有者等のご理解をいただきながら，市のホームページや「ま

るごとマガジン」を利用して情報を発信するとともに，グリーンふるさと振興機構に情報を提供

し，グリーンふるさと振興機構のホームページで情報が発信できるよう連携を図るなど積極的な

情報の提供に努めてまいります。 

 最後に，交流居住・定住者の交流についてでありますが，移住や定住を希望されている方に空

き家等の紹介をする際，その方がどのような生活スタイルを考え，地域とどのようなかかわり方

を望んでいるのか等を聞き取りをしまして，町会長さんや地域活動を行っている方に紹介するな

ど，定住された方が早く地域に溶け込み，安心して暮らせるよう支援してまいりたいと考えてお

ります。また，定住者間の交流につきましては，グリーンふるさと振興機構が中心となりまして，

定住者や定住希望者，体験居住サポーターとの交流会を実施しておりますので，このような情報

を提供するとともに，定住された方の意向を把握しながら必要に応じて検討してまいりたいと考

えております。 

○議長（黒沢義久君） 教育長。 

〔教育長 中原一博君登壇〕 

○教育長（中原一博君） 中１ギャップについてのご質問にお答えいたします。 

 まず，中１ギャップの現状認識とその対策についてでございます。小学校から中学校への進学

に伴う学習の変化や友達関係など生徒を取り巻く環境の変化により，中学校生活の変化に適用で

きないいわゆる中１ギャップで不登校になる生徒の数が増える傾向にあります。本市では，他市

に比べるとその数は少ない状況でありますが，不登校の生徒は，小学校６年生から中学校１年生

にかけてわずかながら増加しております。 

 中１ギャップの具体的な対策といたしましては，何といいましても生徒が学習や学校生活に適

用できるようにするために，生徒一人ひとりへのきめ細かな指導が大切であると考えております。

そのため県では，本年度新規事業としてきめ細かな指導が行えるよう中学校生活スタート支援事
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業を立ち上げたところでございます。本市では中学校８校のうち５校がこの事業の対象となり，

加配教員の措置を受けて中学１年生で１学級増やしたり，小人数やチーム・ティーチングの指導

が行えるようになりした。残りの３校においても少人数指導のための加配教員を配置して，きめ

細かな学習指導や生徒指導が行えるよう配慮しております。 

 また，市教育委員会では，小中学校の教員が不登校や不登校の兆しのある児童生徒一人ひとり

に関する対応策について話し合う生徒指導連絡協議会を毎月開催して，不登校の早期解消や未然

防止が図られるよう努めております。さらに，不登校傾向のある児童生徒やその保護者に対して

は，このような問題に専門的にかかわってくださるスクールカウンセラーによる相談活動も行っ

ております。加えて中学１年生がスムーズに中学校生活に適用できるようにするためには，小中

学校の密なる連携が大切であると考えております。そのため本市では，小中学校の校長を初め教

員が，児童生徒に係る情報交換を行ったりお互いの授業を参観したりするとともに，小学校段階

から中学校になじむように，小学生と中学生の交流の機会を設けております。 

 今後ともきめ細かな指導や小中学校の連携を一層充実させるとともに，教員一人ひとりが児童

生徒の内面を理解し，的確な支援や助言ができることが何よりも大切でありますので，教員が教

育相談に関する研修等に努め，各学校において中１ギャップを生まないようにしてまいりたいと

考えております。 

 次に，小学校高学年の教科担任制についてのご質問にお答えいたします。現在，市内の小学校

では，教員の数や教員の所有免許，授業の持ち時間数，本市の小学校は単学級が多いということ

から教科担任制を取り入れている学校はございませんが，特定の学年で専門的技能が求められる

音楽や図工，理科などを得意とする教員が担任にかわって指導を行って効果を上げている学校は

ございます。したがいまして，専門的技能が求められる教科においては，教科の所有免許や教員

の数などの条件が整えば，教科担任制を導入することは授業の質の向上などを図ることで有効で

あると考えております。また，本市では，中学校教員が学区内の小学校に出向き，免許を有する

専門の教科の授業を何時間か行うことで中学校での授業の進め方や学び方を習得させ，小学校か

ら中学校へのスムーズな橋渡しに努めている学校もございます。 

 今後は中１ギャップを生まないようにするためにも，また，学力向上を図るためにも教科担任

制導入にかかる条件の整備等について県教育委員会に働きかけるとともに，ただいまの例のよう

な教科指導を含めての小中学校の連携が市内の各学校に拡充していけるかどうかについて，小中

学校長とも協議してまいりたいと考えております。 

○議長（黒沢義久君） ２番深谷渉君。 

〔２番 深谷渉君登壇〕 

○２番（深谷渉君） ただいまはご答弁大変ありがとうございました。 

 初めに，改正過疎法についてでございます。過疎地域が占める人口は全国でわずか 8.３％です

が，面積は約５４％に及びます。その過疎地域の豊富な自然は，国土の保全や水源の涵養など多

面的な機能を担っております。 

 今回の改正過疎法の施行期間は，従来の１０年から６年に短縮されています。与野党間の話し
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合いで民主党は３年，自民党は１０年，公明党は，過疎支援は国の責務として恒久化を主張いた

しておりました。最終的に改正過疎法の延長幅は，先ほどご説明がありましたように６年になり

ました。民主党の３年では過疎対策を進める上で余りに短過ぎると思います。今後とも過疎地域

の私たちが過疎法の重要性を訴えていかなければならないと考えております。 

 本市のソフト事業への過疎債活用方針は，ソフト事業の検討をこれから各部署で行うとのこと

であります。地元が元気になり，市民福祉に寄与できるソフト事業計画に充当されることを要望

いたします。 

 ２つ目に，公共交通対策の方向性についてでございます。今，副市長からさまざまな点で公共

交通の考え方の示唆がありました。京丹後市では，人口は常陸太田と同じ約６万 1,０００人ほど，

世帯数約２万 2,０００世帯，面積は約５００平方キロで，人口，世帯数とも本市よりやや多い程

度で，面積は本市の約 1.３５倍であります。今年の一般会計予算は２９３億円，本市同様，中山

間地域が多く高齢化と過疎化が進行している都市であります。 

 当市では住民福祉の増進との基本方針を決めてから，「幾らならバスに乗りますか」という大規

模市民アンケートを実施，やるからには強烈なインパクトが必要と上限運賃２００円に決めまし

た。それまでの最大運賃は 1,１５０円で，９５０円もの引き下げになります。しかし乗客が 1.

９倍に増えれば逆に財政負担を減らせると試算をしました。学生の定期代は３分の１になり，両

親の車の送迎だった学生が多くバス利用に変わりました。 

 高齢化が進行する本市にとって，路線バスは本市を支えるためのますます重要なインフラです。

路線バス上限２００円バスの導入で，大きく変わる常陸太田市を実現してもらいたいと望みます。 

 乗り合いタクシーについてでございますが，バス停まで出てくることの困難な人のために乗り

合いタクシーは必要な公共交通ですので，利便性があるように乗り合いタクシーの充実を今後と

もご検討願います。 

 ３点目の死亡率が高まる肺炎についてでありますが，ただいまご答弁のように，本市としても

状況的には同じ割合の死亡者数推移であるというお答えでありました。そしてまた，ワクチンの

効果については予防効果が高いとのご認識も伺いました。そして，実施に向けても検討されると

いう方向ですので，市民の命を守るために公費助成に向けてご努力をお願いいたします。 

 ４点目の，市外からの交流居住・定住者への支援についてであります。過去５年間の本市の交

流居住・定住者数は，多いと見るか少ないと見るかは判断基準によって違いますが，第５次総合

計画前期基本計画の中で，２３年度までの交流居住の推進目標が５世帯となっていますので，１

６世帯は評価できるのではないでしょうか。反対に見れば，田舎暮らしを希望する人たちが総合

計画を策定する段階で，想像していた以上潜在的に多いということになるのかもしれません。 

 そのニーズを上手にキャッチしたのが情報提供で先ほど述べましたように，大子町の「３００

坪，ただで貸します」をキャッチフレーズにした「山田ふるさと農園事業」です。関係者にとっ

て驚きをもって大子町という地域に興味が向けられたようです。東京，神奈川，埼玉を中心に，

遠くは京都，海外からも応募があり，合計１７９名希望者がありました。本市でもさらに工夫を

凝らしたこのような積極的かつ大胆な計画を実施して，田舎暮らしへの応援をアピールしてはど
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うでしょうか。市長のお考えをお伺いいたします。 

 交流居住・定住者の交流について，交流居住・定住者に対してはきめ細かな対応と情報収集に

努めていただきたいと思います。定住した方へのサポート体制として，生活支援サポーター制と

述べましたが，体制としてはただいまご答弁があったように，町会長さんや地域活動を行ってい

る方に紹介する程度でよいのではないでしょうか。しかし，田舎暮らしを考えている方たちに対

して，安心感を与える上で生活支援サポーター制と表現してみてはどうでしょうかということで

あります。これは要望いたします。 

 最後５点目，中１ギャップについてであります。本市にも中１ギャップと思われる生徒がいる

ことがわかりました。全国的統計と同様，若干増加しているようであります。幸い数の上では少

ないようですけれども，一人ひとりの生徒さんやそのご家庭にとっては深刻な問題であります。

数が少ないうちに一人ひとりの生徒さんが何が原因で不登校になったか，カウンセリングを通し

て解決していただきたいと思います。 

 そこで本市では，心の健康アンケートなど，潜在的な中１ギャップの生徒へのカウンセリング

や指導は行われているのでしょうか。今後の計画等を含めお伺いいたします。 

 最後に，小学校高学年の教科担任制についてでありますけれども，ただいまいろいろなメリッ

トがあり，教育長も評価されておりました。この教科担任制導入は，先ほど述べましたように多

くのメリットがあります。時期を見て教育長のご判断で指定校での実施をし，その成果，検証を

してみてはいかがでしょうか。要望をいたします。 

 以上で私の一般質問を終わりますが，最後にこの４年間，市長，教育長を初め，執行部の皆様

には，新人議員の稚拙な質問に丁寧なご答弁をいただいたことに対し深く感謝申し上げます。あ

りがとうございました。 

○議長（黒沢義久君） 答弁を求めます。市長。 

〔市長 大久保太一君登壇〕 

○市長（大久保太一君） 市外からの交流居住，あるいは定住者に関するＰＲ，あるいは空き家

情報等に関してのご質問にお答えをいたします。 

 考え方でございますけれども，田舎暮らしをしたい人たちのニーズ，そしてまた，そういう人

たちを受け入れた地域のメリット，その両方から物事を考える必要があると，基本的には私は思

います。そういう中で，大子町さんの例が示されましたけれども，私としては，今高齢化が進み，

そしてまた，人口減少が進んでいるそれぞれの地域，そういうところに田舎暮らしをしたい希望

を持っている方が定住をしていただけるということが，それぞれの地域の活力に結びつくと思っ

ておりまして，地域分散型の定住交流を進めたいということを基本的には考えているところでご

ざいます。 

 一方で今，グリーンふるさと振興機構とタイアップしながらこの田舎暮らしを推進をしている

わけでありますが，なかなか効果として大きなものが今出ていないのも実情でございます。ちな

みに，グリーンふるさと振興機構に対しまして，田舎暮らしの相談窓口がありますが，そこへの

相談件数は年間２００件を超えるという状況にございます。その人たちに対しまして，やはり最
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初は空き家を探すということが１つの条件になっているわけであります。空き家情報は先ほど産

業部長からご答弁申し上げましたように，まだわずかという状況でありまして，この空き家情報

をもっともっときちっと内容を充実させまして，グリーンふるさと振興機構とタイアップしなが

らこれを進めてまいりたいというふうに思います。 

 進め方に関しまして，アピールが弱いのは事実だと思います。先ほど言いましたようなことで

そのアピールの仕方，あるいは空き家情報の充実等を図りながら定住促進を進めていきたい，そ

ういうふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（黒沢義久君） 教育長。 

〔教育長 中原一博君登壇〕 

○教育長（中原一博君） 中１ギャップについての再度のご質問にお答えいたします。不登校や

いじめ等の問題は，未然に防止することはもちろんのこと，早期に発見し早期に対応することが

大切でございますので，本市の各中学校においては，担任による面接や悩み，いじめ等に関する

調査を行い，生徒一人ひとりの健康の状況や，悩みなどの早期発見に努めております。そこで，

学校生活への不適応になりがちな生徒に対しては，担任だけでなく学年，学校全体でその対応策

について検討し，対処していくこととしております。また，カウンセリングが必要な事例につき

ましては，中学校区ごとに配置しておりますスクールカウンセラーにより，専門的な助言や支援

を受けられるようにしており，実際に支援を受けている児童生徒があります。今後とも校内の指

導体制を一層確立させるとともに，スクールカウンセラーの有効活用について，各学校に対して

周知してまいりたいと考えております。 

 


